
 

東京外かく環状道路（東名高速～関越道間）における 

大深度地下の使用に関する事業間調整の結果について 
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国土交通省は、東京外かく環状道路（東名高速～関越道間）の大深度部分につい

、鉄道、電気、ガス、通信など公共の利益となる事業者（以下、事業者という。）

対象に事業の共同化や事業区域の調整など事業間調整を行うため、平成１９年１

２６日から平成１９年２月２６日の間、事業概要書を縦覧しました。 

 

事業概要書を縦覧した結果、縦覧期間満了の日までに事業者から事業の共同化や

業区域の調整などの申し出はありませんでしたので、大深度法に基づく「事前の

業間調整」の手続きを終了します。 

 

事業概要書は、「大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」（以下、大深度法

いう。）に基づく「事前の事業間調整」を行うため、事業計画の概要や、概ねの

業区域（使用権を設定する区域）を示したものです。事業区域又はこれに近接す

地下において、事業間調整が必要な事業者は、事業概要書の縦覧期間満了の日ま

に申し出ることとしていました。 

なお、事業概要書の縦覧は、事業者間における計画調整を行うために実施したも

であり、使用認可の申請の実施については、今後、事業の施行が確定した場合に

討することとなります。 
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外環（東名高速～関越道間）における大深度地下利用について 

大深度地下の考え方・・・通常利用されない空間が大深度地下です 
大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」における大深度地下とは、次の①または②の

ちいずれか深い方の深さの地下です。 
①地下室の建設のための利用が通常行われない深さ（地下４０ｍ以深） 
②建築物の基礎の設置のための利用が通常行われない深さ（支持地盤上面から１０ｍ以深） 

存文献等を調査した結果、外環が計画されている区間の支持地盤上面は、地下２５ｍの位置

ると考えられることから、上記②の「支持地盤上面から１０ｍ以深」とは、地下３５ｍ以深

ります。 
って、外環が計画されている区間の大深度地下の深さは、現段階では①の地下４０ｍ以深と

られます。 

② ① 

大深度地下を利用した場合のメリット 
深度地下を利用した場合、以下のようなメリットがあります。 

 大深度地下は事前に補償を行うことなく使用権の設定が可能であるため、事業期間の短縮 
や、計画的な事業の実施が可能となります。 

 地表や浅い地下に比べ地震の影響を受けにくいため、安全性の向上に寄与します。 

 地上で事業を実施する場合と比較して、騒音の減少、景観の保護等、地上の都市環境の保 
 全に寄与します。 



 

（３）大深度法手続きの流れ・・・現在は事業間における計画調整の段階です。 
外環における大深度法の手続きの流れは以下に示すとおりです。 
外環は現在、事業間（公共の利益となる事業）における計画調整の段階であり、使用の認可の

申請については、今後、事業の施行が確定した場合に検討することとなります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜計画調整段階＞  

※都市計画手続きと時期を合わせて実施 
 
事業者（公共の利益となる事業）を対象とした事業概 
要書の公告・縦覧、他事業者からの事業の共同化や事 
業区域の調整等の申出 

 
事前の事業間調整 

 
使用の認可 

（使用権の設定） 

 
＜使用認可申請段階＞ 

 
審 査 

 
申請書の公告・縦覧、利害関係人の意見書提出、

説明会の開催、関係行政機関の意見の聴取等 

 
使用の認可の申請 

 
現地調査 

 

（４）大深度地下に使用権が設定された場合の補償の考え方 
大深度地下については、通常は補償すべき損失が発生しないと考えられるため、事前に補償す

ることなく使用権を設定することが可能となります。 
ただし、 
・ 井戸等の物件が既に設置されている場合は、事前に補償が必要となります。 
・ 例外的に、既存物件の補償以外に補償すべき具体的な損失がある場合には、損失を受け

た者が１年以内に事業者に対して請求できます。 


